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中小企業における非財務情報の活用に向けた
統合報告書の有用性
～統合報告フレームワークの検討を中心に～
長岡大学経済経営学部専任講師　平田　沙織
１．はじめに
　日本の中小企業1は、2019年版中小企業白書によると2016年には359万もの
企業が活動を行っている。さらに、その経済活動における規模は、雇用の約
70％、付加価値額の約5割以上を占めており（図表1）、中小企業の発展は、
日本経済の発展のうえで極めて重要となっている。
図表 1　中小企業の企業数・従業員数・付加価値額
（出典）中小企業庁編
　中小企業は、顧客や金融機関、従業者、地域社会などの利害関係者との密
接な関係の中で、中小企業自らの経営の発展のため、継続的に事業をおこな
うために、利害関係者の各方面からの信頼や理解、支援や融資を得ることが
不可欠である。
1	 本稿では、中小企業とは、中小企業基本法第2条第1項の規定に基づく「中小企業者」を
指す。また、小規模企業とは、同条第5項の規定に基づく「小規模企業者」を指す。さらに、
中規模企業とは、「小規模企業者」以外の「中小企業者」を指す。
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　一方、中小企業をめぐる金融環境や取引構造は、日々変化している。こう
した変化の中で、中小企業が取引先や資金調達先から信頼を得る有力な方法
として、自らの経営状況を適宜明らかにするため、適切な会計に基づいたディ
スクロージャーにより信頼を得ていくことが一層重要である。
　これまで、中小企業においては、経営者はディスクロージャーをそれほど
意識せず、税務を主眼において会計実務が行われてきた。このため、主要銀
行や継続的な取引先以外、中小企業の経営実態を外部から理解することは難
しかった。しかしながら、現在中小企業にとって金融面や取引面において新
たな対応が必要とされている。そこで、中小企業は、会計を自らの企業のた
めに活用し利用していかなくてはならない。
　また、金融機関においては会計情報だけでなく、中小企業が金融機関から
融資を受ける際に、これまでは決算書などの数値や担保を重視することが多
かった。しかし、こうした情報だけでその中小企業を正確に把握できていた
とは言えず、金融機関と企業経営者の間に大きなギャップが存在していた。
そこで、2015年には、起業件数を増やし地域経済全体の活性化につなげるため、
金融庁は金融機関に対し取引先企業の事業や将来性を適切に評価しようとい
う事業性評価の考え方を推進した。
　事業性評価とは、金融機関の指標として使われるものであり、決算書の数
値や担保・保証によるものだけではなく、取引先企業の事業内容やその将来
性なども適切に評価することである。金融庁は、事業性評価に基づいた融資
を増加させるために、金融機関にその融資先の数と融資額の割合の公表を求
めている。
　事業性評価の方法は、各金融機関に委ねられている。例えば、日本政策金
融公庫の事業性評価融資で使用される「経営ビジョンシート」では、経営理
念やポリシー、生産や販売工程における企業の強みや弱み、将来ビジョンや
実現に向けた取組事項や戦略等を記入して提出する。なかには、広島銀行の
ように1000項目もの記入項目を求める金融機関や琉球銀行のようにサプライ
チェーン分析やSWOT分析を求める金融機関も存在する。
　中小企業は今後、企業の価値を利害関係者へ開示し地域に必要とされる企
業として存続して行く必要がある。そのために企業の理念や方針、企業の持
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つ資本を明らかにし、価値創造プロセスにおいてどのような流れで企業が発
展して行くのか、企業を利用する顧客のみならず経営者、従業員、地域住民
などを利害関係者（情報の受け手）として想定し、情報を開示していく必要
がある。
　中小企業には、利害関係者に必要な企業の情報を提供する責任があるが、
現行の仕組みでは利害関係者の情報要求に対して十分に対応できているとは
いえない。それは、中小企業が現在開示している財務情報の内容の量が不十
分という指摘というよりは、非財務情報の開示内容や財務情報との関連付け
や企業の経営戦略の構築が不十分であると考える。これまで、筆者は、その
問題に対して、中小企業において情報開示の1つの手段として統合報告書2を
用いることができないか研究をおこなうことにした。
　その中で、非財務情報やその開示方法は体系的に確立してない現状があり、
中小企業における統合報告フレームワーク（ガイダンス）の重要性を認識す
るに至った。そこで、中小企業における統合報告書導入の足がかりとすべく、
本稿では、中小企業における統合報告フレームワークの検討をおこなう。
２．統合報告書に関するフレームワークの種類
　中小企業の統合報告フレームワークを検討するにあたり、一般企業の統合
報告書作成において使用されているフレームワーク（ガイダンス）の種類と
内容を明らかにしておく必要がある。ここでは、統合報告書および非財務情
報に関わる任意の規準のみ示している。
　まず、統合報告書におけるフレームワーク（ガイダンス）として使用され
ているものとして、IIRC国際統合報告フレームワーク、価値協創ガイダンス
がある。
　IIRC国際統合報告フレームワークは、2013年に国際統合報告評議会（IIRC：
International	Integrated	Reporting	Council）が公表したものである。フレー
ムワークでは、統合報告を「統合思考を基礎とし、組織の長期にわたる価値
創造に関する定期的な統合報告書と、これに関する価値創造の側面について
2	 一般企業で導入されつつあり、統合報告という財務情報と非財務情報を戦略や価値創造と
いう視点でまとめた簡潔的な報告書のこと。
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のコミュニケーションにつながるプロセス」とし、統合報告書を「組織の外
部環境を背景として、組織の戦略、ガバナンス、実績、および見通しが、ど
のように短、中、長期の価値創造につながるかについての簡潔なコミュニケー
ション」と定義している。
　価値協創ガイダンスは、2017年に経済産業省が公表したものである。ガイ
ダンスの目的として、「企業と投資家が情報開示や対話を通じて互いの理解を
深め、持続的な価値協創に向けた行動を促すこと」3としている。
　次に、非財務情報のフレームワークとして使用されているものとして、
ISO26000、SDGs、GRIスタンダード、TCFD最終報告書、SASBスタンダー
ドがある。
　ISO26000は、2010年に国際標準化機構（ISO：International	Organization	
for	Standardization）が発行した組織の社会的責任に関する国際規格である。
　SDGs（Sustainable	Development	Goals）は、2015年に国連サミットで採
択された国際目標である。地球上の「「誰一人取り残さない」持続可能で多様
性と包摂性のある社会の実現のため、2030年を年限とする17の国際目標（そ
の下に、169のターゲット、232の指標が決められている）」4を掲げている。
　GRIスタンダードは、2016年にGlobal	Reporting	Initiative（GRI）5が発行し
た規準である。日本語翻訳版は2017年発行されている。これは、「組織が経済、
環境、社会に与えるインパクトを一般に報告する際の、グローバルレベルに
おけるベストプラクティスを提示するための規準」6としている。
　TCFD（Task	Force	on	Climate-related	Financial	Disclosures）最終報告書
は、2017年に金融安定理事会（FSB：Financial	Stability	Board）が公表した
ものである。TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）は、財務に影
響のある気候関連情報の開示を要求するもの7となっている。
　SASBサステナビリティ会計基準（SASBスタンダード）は、2018年に米国
3	 経済産業省（2017）『価値協創ガイダンス』「価値協創のための統合的開示・対話ガイダン
ス―ESG・非財務情報と無形資産投資―」p.3。
4	 外務省（2019）「持続可能な開発目標」（SDGs）について。
5	 GRIは、	サステナビリティに関する国際基準の策定を使命とする非営利団体である。
6	 GRI（2017）「GRI	STANDARDS	DOWNLOAD	CENTER	-	日本語版」
	 https://www.globalreporting.org/standards/gri-standards-translations/gri-standards-
japanese-translations-download-center/（2019年5月1日参照）。
中小企業の経営と会計
19
のSustainability	Accounting	Standards	Board（SASB）が公表したものである。
11産業77業種ごとに年次報告書における非財務情報の開示基準を示している。
先述したTCFDとの整合が検討されており、今後国際的なスタンダードとな
る可能性がある。7
　久禮由敬らは、2019年3月に東京証券取引所の株価指数であるTOPIX100
（2018年10月31日現在）に含まれる企業を対象として、これらのガイダンス
が2018年度の企業の主たる開示（統合報告書またはアニュアルレポート）に
おいて、どの程度利用されているかを調査している。調査結果は図表2のと
おりである。
図表 2　TOPIX100 構成銘柄における非財務情報開示ガイダンスの利用状況
非財務情報開示ガイダンス 社数
ISO26000 24
SDGs 78
GRIスタンダード 34
TCFD最終報告書 15
SASBスタンダード 6
IIRC国際統合報告フレームワーク 33
価値協創ガイダンス 10
（出典）久禮由敬・野村嘉浩・中村良佑
　図表2によると、非財務情報のみの側面からみると、TOPIX100に含まれる
企業のうち国連で採択されたSDGsの利用が約8割ともっとも多くなっている。
　また、統合報告の側面からみると、IIRC国際統合報告フレームワークが約
3割、価値協創ガイダンスが約1割となっている。統合報告書またはアニュア
ルレポートの開示状況から分析している点を考慮すると決して少ない数値で
はない。価値協創ガイダンスに限って言えば、2017年に公表されてから1年
という短い時間の中で約1割の企業に利用されていることを考えると無視で
きない割合である。さらに、日本IR協議会による2018年度「IR活動の実態
7	 後藤敏彦・安藤正行・阪野朋子・薗田綾子（2018）サステナビリティ日本フォーラム訳『最
終報告書：気候関連財務情報開示	タスクフォースの勧告』特定非営利活動企業サステナ
ビリティ日本フォーラム。
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調査」8によると、主な非財務情報開示フレームワークのうち、「活用中又は活
用予定」という回答は、価値協創ガイダンス（26.2%）が最も多く、次いで
IIRC（24.5%）、GRI（23.3%）の順であった。
図表 3　活用している、または活用を考えている非財務情報開示に関する指針等（1）
（出典）佐藤淑子
　また以下の図表4によると、価値協創ガイダンスは、売上高が相対的に小
さいか中程度の企業に使われる傾向がある。
図表 4　活用している、または活用を考えている非財務情報開示に関する指針等（2）
※回答企業群を売上規模で分割し、各セクションにおいて最も活用されている（または考え
られている）非財務情報の開示指針を黒色、次に活用されている（または考えられている）
指針を灰色で表示。
（出典）佐藤淑子
8	 調査方法：調査票の送付による質問調査（対象：2018年1月現在の全株式上場会社3,707社）、
調査期間2018年1月25日〜 3月6日（4月18日公表）、回答数（回答率）1,006社（27.1%）。
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　そこで、本研究では、中小企業における統合報告書を作成するためのフレー
ムワークの検討材料としてIIRC国際統合報告フレームワークと価値協創ガイ
ダンスを基盤に研究をおこなうこととする。また、その他の非財務情報に関
するガイダンス（ISO26000、SDGs、GRIスタンダード、TCFD最終報告書、
SASBスタンダード）は、経済産業省が価値協創ガイダンスの中での利用を
推奨または価値協創ガイダンス自体がそれらのガイダンスをベースとしてい
る9ため今回は特段取り上げないこととする。
３．価値協創ガイダンスとIIRC国際統合報告フレームワークの比較
　中小企業における統合報告フレームワークを検討するにあたって、比較可
能性を高めるために既存のフレームワークを参考に提言する。そのために、
本章では、既存のフレームワークである価値協創ガイダンスとIIRC国際統合
報告フレームワークの概要を明らかにし、両者の比較をおこなう。
　経済産業省が2017年に公表した価値協創ガイダンスは、IIRCやSASBなど
最新のグローバル基準を参照しており、そのなかでも日本人にとって理解し
にくい内容を日本向けに編集している。価値協創ガイダンスは、最初に日本
の企業がこれまで大切にしてきた企業の価値観に触れ、価値観を具体的に形
にするためのビジネスモデルと企業を持続可能にするための経営戦略などが、
日本における統合報告書作成の難点に焦点を当てて丁寧に解説されている。
　一方、IIRC国際統合報告フレームワークは、2008年の国際的な金融危機を
発端として誕生したフレームワークである。本フレームワークは、原則主義
に基づき形式を整えることではなく、統合思考に基づいた情報開示を求めて
いる。そのコンセプトとして、重要性、資本、結合性、ビジネスモデル、価
値創造の5つを挙げている。
　以下の図表5は、価値協創ガイダンスとIIRC国際統合報告フレームワーク
の概要についてまとめたものである。
9	 経済産業政策局（2019）『事務局説明資料	議題：SDGs経営/ESG投資に係るメッセージ
発信等』。
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図表 5　価値協創ガイダンスと IIRC 国際統合報告フレームワークの概要
価値協創ガイダンス IIRC国際統合報告フレームワーク
策定主体 経済産業省 International	 Integrated	Reporting	council	(IIRC)
適用主体 企業、投資家 投資対象となるあらゆる企業
情報の想定
ユーザー 企業経営者、投資家
財務資本の提供者、組織の長期にわた
る価値創造能力に関心を持つ全ての
ステークホルダー
概要
・企業と投資家が情報開示や対話を通
じて互いの理解を深め、持続的な価
値協創に向けた行動を促すことを
目的とする。
・	価値観、ビジネスモデル、持続可能
性・成長性、戦略、成果と重要な成
果指標（KPI）、ガバナンスの6項目
から成り、開示の質を高める共通言
語としての役割を目指す。
・	規制主体、投資家、企業、基準設定
主体、会計専門家及びNGOにより
構成されるIIRCが策定した価値創
造についてのコミュニケーション
の指針。
・	「戦略・ガバナンス・実績・見通し」
と組織の価値創造の関連性を伝え
るため、原則主義の考え方に基づき、
戦略と財務・非財務資本の関係整理
を求める。
・	7つの指導原則と8つの内容要素か
らなる。
（出典）経済産業政策局より一部抜粋・加筆
　長期的な中小企業の価値の創造のために、統合報告書の考え方を参考にす
るのは有効な方法と考えられる。前述したように、国際統合報告評議会（IIRC）
は、統合報告を「統合思考を基礎とし、組織の長期にわたる価値創造に関す
る定期的な統合報告書と、これに関する価値創造の側面についてのコミュニ
ケーションにつながるプロセスとし、統合報告書を「組織の外部環境を背景
として、組織の戦略、ガバナンス、実績、および見通しが、どのように短、中、
長期の価値創造につながるかについての簡潔なコミュニケーション」と定義
している。まさに統合報告は企業の長期的価値に関してのコミュニケーショ
ンのプロセスそのものであり、統合報告書は企業の長期的価値の報告手段と
なっていることがわかる。
　フレームワークは、中小企業と利害関係者とが対話をおこなうための統合
報告書作成のうえで重要な指針となる。本研究では、特に統合報告書の記載
内容の基となる内容要素の部分は、対話をおこなううえで必須の部分と考え、
次章では中小企業統合報告フレームワークの概要と内容要素を中心に検討を
おこなう。
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４．中小企業における統合報告フレームワーク
　最初に、本研究の目指す中小企業における統合報告フレームワークの前提
として、価値協創ガイダンスとIIRC国際統合報告フレームワークのように原
則主義、つまり作成に関して内容要素を強いるものではなく、あくまで作成
の参考に使用するフレームワークとしてのあり方を目指すことにする。原則
主義を取り入れることで、もともと情報量の少ない中小企業の作成における
ハードルを下げ、多くの中小企業で活用されるフレームワークを目指す。
　次に、中小企業における統合報告フレームワークを作成する目的を、企業
内外の様々な環境変化に対応し、中小企業として統一した枠組みのもと、中
長期的視点で企業の全体像を可視化するための報告を可能とするためとする。
また、組織による統合報告書のプロセスを支援するために本フレームワーク
を作成する。
　報告書の利用者としては、原則主義のため中小企業に関わる全ての利害関
係者を対象とする。おそらく特に利用する利害関係者として、経営者、従業員、
顧客、地域住民、債権者が想定される。これらの中小企業における統合報告
フレームワークの概要をまとめたものが図表6である。
図表 6　中小企業における統合報告フレームワークの概要
中小企業統合報告フレームワーク
適用主体 全ての中小企業
情報の想定ユーザー 中小企業に関わる全ての利害関係者（特に、経営者、従業員、顧客、地域住民、債権者を想定する。）
目的
　企業内外の様々な環境変化に対応し、中小企業として統一した枠
組みのもと、中長期的視点で企業の全体像を可視化するための報告
を可能とするために作成する。
概要
・	中小企業と利害関係者が情報の作成・開示や対話を通じて、お互
いの理解を深め、持続的で公益的な企業経営に向けた行動を促す
ことを目的とする。
・	原則主義の考え方に基づき、企業の経営戦略を主軸に財務情報・
非財務情報の関係整理を求める。
・	内容要素は、開示された情報の質を高める利害関係者との共通言
語としての役割を目指す。
（出典）筆者作成
　最後に、中小企業における統合報告フレームワークの内容要素を検討する。
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統合報告書に含まれるべき開示項目をフレームワーク（ガイダンス）では内
容要素としている。価値協創ガイダンスとIIRC国際統合報告フレームワーク
の内容要素を比較したものが以下の図表7である。統合報告書には以下の図
表7の6つ（価値協創ガイダンス）ないし8つ（IIRC国際統合報告フレームワー
ク）の内容要素が含まれる。両者を比較すると、どちらのフレームワーク（ガ
イダンス）でも触れているa〜 fの項目が重要な項目ということがわかる。
図表 7　価値協創ガイダンスと IIRC 国際統合報告フレームワークの内容要素比較
価値協創ガイダンス IIRC国際統合報告フレームワーク
内容要素
1．価値観-a A．組織概要と外部環境-a
2．ビジネスモデル-b B．ガバナンス-f
3．持続可能性・成長性-c C．ビジネスモデル-b
4．戦略-d D．リスクと機会-c
5．成果と重要な成果指標（KPI）-e E．戦略と資源配分-d
6．ガバナンス-f F．実績-e
G．見通し
H．作成と表示の基礎
※-a	〜	-fはそれぞれ近い内容を表す。
（出典）筆者作成
　そこで、中小企業における統合報告フレームワークの内容要素としてa〜 f
の項目を中心に検討する。以下の図表8は、中小企業の統合報告フレームワー
クの内容要素について検討したものである。6つの内容要素として、1.企業概
要と価値観、2.価値創造モデル、3.持続可能性と成長性、4.戦略、5.成果、6.
ガバナンスとした。内容要素は、価値協創ガイダンスとIIRC国際統合報告フ
レームワークを踏襲している。公益性の高い中小企業においてビジネスとい
う言葉は馴染みの少ない言葉であるため、2はビジネスモデルではなく価値創
造モデルとした。
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図表 8　中小企業における統合報告フレームワークの内容要素
内容要素 説　明 概　要
１.
企業概要
と価値観
（中小）企業は何を行うの
か、どのような環境にお
いて事業を営むのか。
企業の理念とビジョン（価値観）
外部環境について
企業の歴史、倫理観、価値観
経営体制
主な活動
市場・サービス
従業員数、収益、店舗数、顧客数
社会との繋がり
２.
価値創造
モデル
企業が長期的に存続する
ための価値創造モデルは
何か。
経営方針
競争環境と市場における立ち位置
価値創造モデル
主要な資本の活用方法
他企業との差別化の方法と持続性
競争優位の源泉
利害関係者との関係性
新しい取り組み
市場変化への対応
価値創造モデルの主要な要素
主張な要素と企業組織との関係図表
組織固有の状況に関する説明
外部環境に影響を与える要因
戦略、持続可能性と成長性、業績等の他の内容要素
との関連性
３.
持続
可能性と
成長性
（中小）企業の短、中、長
期の価値創造能力に影響
を及ぼす具体的な事態（リ
スクと機会）は何か、また、
それらに対しどのような
取組を行っているか。
価値創造能力に影響を与える法的、社会的、環境的、
政治的背景
外部環境の変化におけるリスクと機会の可能性及び
その規模
機会の活用及びリスクの管理のための具体的な行動
ESGへの取り組み
４.
戦略
（中小）企業はどこを目指
すのか、また、どのよう
にそこに辿り着くのか。
目標と戦略
具体的な資源の配分計画
戦略達成程度の測定方法
戦略及び資源配分の価値創造モデルとの関連性
将来への投資
ESGの戦略への組み込み
中小企業における戦略に関する重要な特性
５.
成果
（中小）企業は当該期間に
おける戦略目標をどの程
度達成したか、また、資
本への影響に関する事柄
は何か。
戦略目標の達成度合いと結果
財務状況および経営成績の分析
利害関係者との関係
過去の成果と現在の成果の比較
現在の成果と将来の成果の比較
６.
ガバナンス
（中小）企業のガバナンス
構造は、どのように組織
の短、中、長期の価値創
造能力を支えるのか。
ガバナンス構造と価値創造能力の関係
組織のリーダーシップ構造
戦略的意思決定プロセスと監視方法
ガバナンス責任者の具体的な行動
法的要請を超えたガバナンス行動について
価値創造と報酬との関連性
（出典）筆者作成
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　これらの6つの内容要素は別々に独立したものではなく、それぞれの項目
が関連性を持つ。また、フレームワークが示すこれらの6項目は、原則主義
に従い必ずしもその開示の順序を規定するものではない。したがって、本フ
レームワークを実際に使用する際は、図表7の順序にとらわれることなく、
相互関連性を明らかにする形で記載する必要がある。
　また、中小企業の統合報告書の作成においては、利害関係者を明らかにし、
利害関係者の求める情報に合わせて統合報告書に載せる情報の選択が求めら
れる。本フレームワークの内容要素は全ての利害関係者を対象とした要素とし、
従業員向けの情報の拡充など個別の利害関係者への対応は、中小企業自身へ
委ねるものとする。
　さらに、上記の6つの内容要素を統合報告書に含める際に考慮すべき事項
を3つ挙げる。
1）企業の重要性を決定するプロセスと不確実性の明示
　中小企業は、何が重要な情報であり、どのように選定したのかそのプロセ
スを明示し読み手に対して納得のいく説明を行う必要がある。また、選定し
た情報の中に不確実性がある場合はその不確実性について明示することが望
ましい。
2）資本についての開示
　中小企業はサービス内容が多岐にわたる。そのため、何を活動の資本とす
るのかを明示する必要がある。また、資本の利用可能性や質、外部環境に与
える影響など企業の期待を含めて開示することが望ましい。
3）短、中、長期の時間軸の設定
　中小企業は、統合報告書を作成する際に、他の報告形態よりも長期にわた
る戦略を記載することを念頭に置き構成しなくてはならない。必要に応じて、
利害関係者に寄り添った報告とするために、短、中、長期の時間の長さを明
示する必要がある。
　この6つの内容要素の中でも中小企業がおこなってきた従来の外部報告と
大きく異なる点は戦略、価値創造モデル、成果の3つに関する内容である。
すでに、企業概要や外部環境、ガバナンスに関する記述を報告している企業
は存在する。戦略と価値創造モデルに関する記述も多少みられるものの、統
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合報告書のフレームワークが求めるような体系的な戦略や価値創造モデルに
関する説明は、中小企業の情報開示ではほとんど見受けられないのが現状と
なっている。
　成果に関しては極めて積極的な開示項目を要求しているといえるだろう。
過去の財務報告に限定することなく、将来の成果の予想についても記載する。
これらの点が中小企業における統合報告書の開示項目における大きな特徴と
なっていくと考えられる。
５．おわりに
　今後、中小企業に対する情報開示への要求はますます拡大していくと考え
られる。本フレームワークの策定に当たっては、国際的な統合報告に関する
議論や関連するフレームワーク（ガイダンス）等も考慮している。本フレー
ムワークが中小企業の情報開示や利害関係者との対話の質を高めるための触
媒として機能するためには、本フレームワークが有効に使われ、実際の作成
過程を通じてより利用価値の高いものにしていくことが必要である。
　今回提示したフレームワークは中小企業と利害関係者とのコミュニケー
ションの充実に向けた出発点であり、今後、中小企業において統合報告書が
活用された際には、優れた統合報告書の事例利害関係者からのフィードバッ
クを分析しつつ、より良い内容や活用方法を模索し不断の見直しを行ってい
くことも重要である。その際、統合報告書の作成自体が目的化することなく、
中小企業の持続的な価値創造、そこに向けた中小企業と利害関係者の協創が
いかに達成されるかということに常に焦点を当てることが必要である。
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PP	№27	−	サービスオリエンテッドなデザイン手法の研究
─本格的なユビキタス時代に向けたサービスデザインのあり方─
PP	№28	−	3.11が破壊したふたつの神話─原子力安全と地震予知
PP	№29	−	企業リスクマネジメントの研究
PP	№30	−	地域経済の再生と中小企業─地域の時代におけるビジネス創造─
PP	№31	−	近代社会を捉える視座
PP	№32	−	グローバル社会に対応するレベル別大学英語教育システムとストラテジー
PP	№33	−	「心境」と「心境小説」／戦前昭和期日本の南洋・南方への商業的進出と貿易
PP	№34	−	EUにおけるコーポレート・ガバナンス・コード実践に関する研究
PP	№35	−	経営サイクルを考慮した保有在庫計算ロジックの提案
PP	№36	−	異文化・国際理解の系譜
PP	№37	−	近代社会を捉える視座（続）
PP	№38	−	ケーブルテレビ産業の将来展望
PP	№39	−	英語学習者の自律学習支援
PP	№40	−	公正としての正義と社会的選択論
PP	№41	−	経営学部の教育におけるファブラボの可能性に関する考察
PP	№42	−	Internationalization	and	Outcome	of	Study	Abroad	Program
	 	 In	Higher	Education:	Mobility	of	Japanese	Students	to	Malaysia
PP	№43	−	ICTによる「絆」への影響に関する基礎的研究
PP	№44	−	経済活動と倫理
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PP	№45	−	Discussion	Materials	for	“International	Politics”	and/or	“Area	Studies-Japan”
	 	 『大学ガバナンスと国際化の研究』─大学マネージメント国際比較からの考察─
PP	№46	−	南洋・オーストラリアの移民と国際関係
PP	№47	−	CLIL,	EAP,	EMIを基盤としたグローバル人材育成
PP	№48	−	情報通信産業の競争政策に関する調査検討─5G時代に向けた諸課題の検討─
PP	№49	−	スポーツトレーニング中のモチベーションアップのためのメンタル状態計測に関
する基礎的研究
PP	№50	−	地域活性化への取り組みによる中小企業の企業価値向上に関する実践的研究
